
273 0 0

繰越し等 0 0 0 0

24年度要求

予
算
の
状

当初予算 6,378 6,620 6,501 6,041 6,082

補正予算 △ 189

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　 警察教養では、主として、都道府県警察学校、管区警察学校、警察大学校において、新たに採用した警察職員に対する採用
時教養、昇任者に対する昇任時教養、専門分野に応じた各種専科教養、警察の直面する課題等に関する各種調査研究、警察
官が職務を執行する上で必要不可欠な柔道、剣道、逮捕術、拳銃操法等の術科教養等を実施する。

実施方法 ■直接実施　　　　　　　■業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

予算額・
執行額

20年度 21年度 22年度 23年度

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

警察法第37条第１項第２号
警察法施行令第２条第２号

関係する計画、
通知等

-

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程
度以内）

   警察職員が行う警察活動の内容については、全国的な均質性が求められることから、警察職員に対する教育訓練（警察教
養）の水準は、統一的な維持向上が図られることが必要である。
   このため、国家公安委員会の管理の下、警察庁長官が示す警察教養の重点等に従って、警察庁において、各級警察学校及
び各職場における教養を一体的、計画的に推進する。

事業開始・
終了(予定）年度

- 担当課室 人事課（教養）
長官官房参事官
　神原　紀之

会計区分 一般会計 施策名 複数施策(１～７）

事業番号 57
　　　　　　　　　　　　平成２３年行政事業レビューシート　　　　(　警察庁　)
事業名 警察教養 担当部局庁 長官官房 作成責任者

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

計 6,041 6,082 東日本大震災復興関連事業（84百万円）

旅費 3,894 3,905

1,966 1,915物品購入等

費　目 23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

謝金 181 262 過去の教養対象者の入校実績を反映させたこと等による減

-

(                   ) (                )

単位当たり
コスト

5,739,503千円／年 算出根拠 年間執行額

同上

活動実績

（当初見込
み）

同上
同上 同上 同上

-

活動指標及び
活動実績
（アウトプット）

活動指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度活動見込

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

22年度
目標値
（　年度）

（成果目標）
　警察職員に必要な教養の実施
（成果指標）
　教養を受けた警察職員の延べ人数

成果実績 人日 4,293,702 4,303,863 4,114,356 -

達成度

成果指標 単位 20年度 21年度

％ - -

執行率（％） 89% 88% 88%

執行額 5,511 6,073 5,740

計 6,189 6,893 6,501 6,041 6,082

繰越し等 0 0 0 0状
況

執行額
（単位:百万円）



○ 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

１　支出先・使途の把握水準・状況
　　警察庁において執行している経費はもとより、警察庁から各級警察学校に配分している経費についても警察庁に報告させることとして
いるので、支出先については把握している。
２　見直しの余地
　　警察職員が適正に職務を執行するにあたっては、教育訓練の充実強化が必要不可欠であり、本事業は継続して実施する必要がある。
　　また、警察教養に必要な経費は、教養対象者見込み数を調査することにより必要額を算出しているほか、新たな教養課程を実施する
場合においても既存の課程を見直すなど、内容を精査している。
　　なお、予算要求に当たっての単価に関しては、調達実績を勘案し、予算の積算の見直しを図る。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

警察教養に必要な経費については、平成24年度予算において概算要求を行うに当たり、採用時教養等の実績を反映し、予算執行の効率化に努
めた（削減額：29百万円）。

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

特になし

予算監視・効率化チームの所見

一
部
改
善

1　支出先・使途等の実態把握の状況に関する所見
　　おおむね十分と認められる。

２　改善策の内容及び横断的見直しの状況に関する所見
　　警察教養に必要な物品の調達については、平成24年度予算において概算要求を行うに当たり、実績単価の反映、調達数の見
直し等を実施し、予算額の削減に努めること。

３　レビューシートの分かりやすさに関する所見
　　おおむね分かりやすい。

　　なお、予算要求に当たっての単価に関しては、調達実績を勘案し、予算の積算の見直しを図る。



※平成22年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか

警察庁

５，７４０百万円

警察教養に要する経費を直接執行する

ほか、警察大学校、地方機関、都道府

県警察に予算配賦

A.民間会社
（8者）

84百万円

＜物品購入等＞

【一般競争入札・

随意契約(少額その他)】

警察教養に必要な
物品を納入

B.外部有識者等
（4人）

0.08百万円

＜謝金＞

D.警察大学校
885百万円

【予算配賦】

E.民間会社

＜物品購入等＞
【一般競争入札・

随意契約(少額その他）】

物品購入、謝金等
を支出 地方機関

（15機関）
252百万円

関東管区警察学校
87百万円

H.地方機関

【予算配賦】

物品購入、謝金等

を支出

道府県警察本部
（46機関）

3,526百万円

警視庁
864百万円

Ｌ.都道府県警察

【予算配賦】

物品購入、謝金等

を支出

【支出委任】

Ｐ.近畿地方整備局
23百万円

役務費を支出

＜物品購入等＞

【随意契約】

Ｑ.民間会社
（2者）

23百万円行っているか
について補足
する）（単
位：百万円）

0.08百万円

講義等を依頼した
外部有識者に対し
て謝金を支出

C.警察学校等
入校者（323人）

19百万円

＜旅費＞

警察学校等に入校
した警察職員に対
して旅費を支出

E.民間会社
（174者）

638百万円

警察教養に必要な
物品を納入

F.外部有識者等
（1,135人）
115百万円

＜謝金＞

講義等を依頼した
外部有識者に対し
て謝金を支出

G.警察学校等
入校者（8,670人）

132百万円

＜旅費＞

警察学校等に入校
した警察職員に対
して旅費を支出

I.民間会社
（112者）
69百万円

＜物品購入等＞

【一般競争入札・

随意契約(少額その他）】

警察教養に必要な物
品を納入

J.外部有識者等
（248人）
7百万円

＜謝金＞

講義等を依頼した外
部有識者に対して謝
金を支出

K.警察学校等
入校者（3,242人）

11百万円

＜旅費＞

警察学校等に入校し
た警察職員に対して
旅費を支出

M.民間会社
（4者）

360百万円

＜物品購入等＞

【一般競争入札等・

随意契約(少額その他）】

警察教養に必要
な物品を納入

N.外部有識者等
（165人）
5百万円

＜謝金＞

講義等を依頼した
外部有識者に対し
て謝金を支出

O.警察学校等
入校者（16,580人）

499百万円

＜旅費＞

警察学校等に入
校した警察職員
に対して旅費を
支出

23百万円

警察施設の整備
に必要な役務を
実施



使　途費　目

Ｊ.外部有識者等A.(株)シミズオクト

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

Ｅ.不二興産(株) Ｎ.外部有識者等

費　目 使　途
金　額

費　目 使　途
金　額

計 885 計 310

予算配賦 警察教養に要する経費 885 人件費等 設備保全業務委託 310

D.警察大学校 Ｍ.(株)太平エンジニアリング

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 19 計 864

旅費 入校旅費 19 予算配賦 警察教養に要する経費 864

C.警察学校等入校者 Ｌ.警視庁

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0.08 計 11

諸謝金 講師に対する謝金 0.08 旅費 入校旅費 11

B.外部有識者等 Ｋ.警察学校等入校者

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 45 計 7

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

物品購入費
多目的実践訓練用パーテーション
セット

45 諸謝金 講師に対する謝金 7

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

予算配賦 警察教養に要する経費 87 人件費等 大阪府警察学校整備等事業業績監視等業務 14

で実情が分かる
ように記載）

Ｈ.関東管区警察学校 Ｑ.(株)日建設計

費　目 使　途

計 115 計 499

計 132

諸謝金 講師に対する謝金 115 旅費 入校旅費 499

Ｆ.外部有識者等 Ｏ.警察学校等入校者

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 23

計 87 計 14

旅費 入校旅費 132 支出委任 警察施設の整備に要する経費 23

Ｇ.警察学校等入校者 Ｐ.近畿地方整備局

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 19 計 0

情報セキュリティ・アドバイザー専科
委託教養

3

人件費等 サイバーテロ対策技術専科委託教養 11

Ｉ.伊藤忠テクノソリューションズ(株)

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 400 計 5

人件費等 施設管理業務ほか 400 諸謝金 講師に対する謝金 5

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

サイバー犯罪捜査技術専科委託教養 5



支出先上位１０者リスト
A.

Ｂ.

10

9

8

7

6

5

4

3

6

5 (株)エアロパートナーズ ヘリコプター用部品 2 随意契約

4 コスモ石油(株) 航空タービン燃料 3 1

3
METROPORITAN
POLICE AUTHORITY
FUND

高度運転技術海外研修訓練委託授業料 5 随意契約

2
パナソニックシステムソ
リューションズジャパン
(株)

通信指令訓練システム 28 3

1 (株)シミズオクト 多目的実践訓練用パーテーションセット 45 1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 外部有識者等 講師に対する謝金 0.08

2

Ｃ.

Ｄ.

10

9

8

7

6

10

9

8

7

6

5

4

3

8

7

6

5

4

3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 警察学校等入校者 入校旅費 19

2

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 警察大学校 予算配賦 885

2

10

9



Ｅ.

Ｆ.

8

7

6

5

4

3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 不二興産(株) 施設管理業務ほか 400 3

2 (財)日本自動車研究所 交通事故鑑識官養成委託研修 67 1

3 ヒューマンコム(株) 国際警察センター語学研修科ベトナム語Ⅱ課程ほか 23 随意契約

4 (株)バークレーハウス 国際警察センター語学研修科ポルトガル語Ⅱ課程ほか 21 随意契約

5
(財)アジア．アフリカ文化
財団

国際警察センター語学研修科ウルドゥ語Ⅱ課程ほか 18 随意契約

6 (株)リコー 電子複写機賃貸借 15 随意契約

7
自動車安全運転センター
安全運転中央研修所

交通警察上級指導者課程委託研修ほか 14 1

8
インターナショナルエジュ
ケーションサービス(株)

国際警察センター語学研修科ポルトガル語Ⅰ課程ほか 12 4

9 井上事務機事務用品(株) ソフトウエアほか 5 4

10 (株)真光書店 書籍 4 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 外部有識者等 講師に対する謝金 115

2

Ｇ.

Ｈ.

10

9

8

10

9

8

7

6

5

4

3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 警察学校等入校者 入校旅費 132

2

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 関東管区警察学校 予算配賦 87

2 東北管区警察学校 予算配賦 86

3 近畿管区警察学校 予算配賦 44

4 中部管区警察学校 予算配賦 44

5 九州管区警察学校 予算配賦 30

6 中国管区警察学校 予算配賦 14

7 四国管区警察学校 予算配賦 10

8 関東管区警察局 予算配賦 5

9 東北管区警察局 予算配賦 4

10 近畿管区警察局 予算配賦 4



Ｉ.

Ｊ.

8

7

6

5

4

3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
伊藤忠テクノソリューショ
ンズ(株)

サイバーテロ対策技術専科委託教養ほか 19 2

2 (株)相馬屋 教場用教卓ほか 12 3

3 自動車安全運転センター 取消処分者講習指導員専科委託教養ほか 6 随意契約

4
エヌ・ティ・ティ・ラーニン
グシステムズ(株)

サイバーテロ対策技術専科（応用コース）委託教養 5 2

5 協和工業(株) フィルターほか 2 随意契約

6 (株)バークレーハウス 英会話研修委託教養 2 2

7 富士ゼロックス(株) 電子複写機賃貸借ほか 2 随意契約

8 (株)徳川 複写機用用紙ほか 1 随意契約

9 堀内電機(株) インクカートリッジほか 1 随意契約

10
(社)警備員特別講習事業
センター

警備業担当者養成専科教養補助ほか 1 2

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 外部有識者等 講師に対する謝金 7

2

Ｋ.

Ｌ.

10

9

8

10

9

8

7

6

5

4

3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 警察学校等入校者 入校旅費 11

2

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 警視庁 予算配賦 864

2 大阪府警察本部 予算配賦 263

3 愛知県警察本部 予算配賦 186

4 兵庫県警察本部 予算配賦 178

5 鹿児島県警察本部 予算配賦 171

6 神奈川県警察本部 予算配賦 166

7 北海道警察本部 予算配賦 164

8 千葉県警察本部 予算配賦 163

9 埼玉県警察本部 予算配賦 157

10 福岡県警察本部 予算配賦 147



Ｍ.

Ｎ.

10

9

8

7

6

5

9

6

5

4

3

8

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 (株)太平エンジニアリング 設備保全業務委託 310 9

2 自動車安全運転センター 警察緊急自動車運転技能者専科教養委託ほか 7 随意契約

3 (株)松興堂 逮捕術用防具 6 1

4 美保産業(株) 射撃用標的 4 1

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 外部有識者等 講師に対する謝金 5

2

7

Ｏ.

Ｐ.

10

9

10

9

8

7

6

5

4

3

2

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 警察学校等入校者 入校旅費 499

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 近畿地方整備局 支出委任 23

2

3

4

5

6

7

8

9

Ｑ.

9

10



支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 (株)日建設計 大阪府警察学校整備等事業業績監視等業務 14 随意契約

2
プライスウォーターハウ
スクーパース(株)

大阪府警察学校のＰＦＩ方式整備による業績監視 9 随意契約

3

4

5

6

7

9

10

8



　 　

警察官の教育訓練体系（平成２２年４月１日現在）

採用試験合格
巡 査 任 命

（直ちに入校）

初 任 科

１ ０ か 月

又 は

６ か 月

巡 査 部 長

昇 任 試 験 合 格

（都道府県警察学校等） （都道府県警察学校（警察署） （管区警察学校）

職 場 実 習

３ か 月

初任補修科

３ か 月

又 は

２ か 月

実 戦 実 習

５ か 月

又 は

４ か 月

巡査部長任用科

６ 週 間

（警察署）

　 　

　 　

　

　

警 部 補

昇 任 試 験 合 格

警部補任用科

８ 週 間

警 部

昇 任 試 験 合 格

警 部 任 用 科

４ か 月

警 視 昇 任

警 察 運 営 科

３ 週 間

署長等に就任

（管区警察学校） （警察大学校）（警察大学校）

大学卒業者 １５か月

その他の者 ２１か月


